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(単位：千円）

資産の部
Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産
土地 128,547,777

減損損失累計額 △ 10,620 128,537,157
建物 137,213,355

減価償却累計額 △ 70,237,353
減損損失累計額 △ 113,090 66,862,912

構築物 10,193,320
減価償却累計額 △ 5,016,362
減損損失累計額 △ 7,212 5,169,745

工具器具備品 60,501,732
減価償却累計額 △ 47,993,752 12,507,979

図書 4,741,216
美術品・収蔵品 141,540
船舶 34,713

減価償却累計額 △ 30,380 4,332
車両運搬具 113,268

減価償却累計額 △ 107,253 6,015
建設仮勘定 528,474

有形固定資産合計 218,499,374

２　無形固定資産
特許権 64,958
ソフトウェア 546,132
その他 109,302

無形固定資産合計 720,393

３　投資その他の資産
投資有価証券 1,869,859
長期貸付金 133,144

8,708

△ 8,708 -
長期前払費用 32,677
その他 549

投資その他の資産合計 2,036,231
　　固定資産合計 221,255,999

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 28,176,254
未収学生納付金収入 209,581
未収附属病院収入 8,586,637

徴収不能引当金 △ 123,832 8,462,804
その他未収入金 1,528,052
有価証券 1,926,030
たな卸資産 22,868
医薬品及び診療材料 621,874
前渡金 1,532
前払費用 68,458
未収収益 18,015
その他 80,156

　　流動資産合計 41,115,629
　　　　資産合計 262,371,628

　 徴収不能引当金

貸　借　対　照　表
（令和７年３月３１日）

破産、再生、更生債権その他これらに
準ずる債権
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負債の部
Ⅰ　固定負債

長期繰延補助金等　（※） 4,600,008
長期寄附金債務　（※） 100,500
長期借入金 31,552,490
引当金

退職給付引当金 1,522,306
環境対策引当金 49,805 1,572,112

資産除去債務 973,673
長期未払金 3,810,553
長期PFI債務 10,541,939

　　固定負債合計 53,151,278

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務　（※） 174,270
預り施設費　（※） 328,089
預り補助金等　（※） 1,815,739
寄附金債務　（※） 8,795,551
前受受託研究費　（※） 3,786,882
前受共同研究費　（※） 538,613
前受受託事業費等　（※） 477,228
前受金 499,386
預り科学研究費補助金等 1,094,244
預り金 378,528

4,521

2,643,518
未払金 13,180,478
短期PFI債務 1,405,591
未払費用 57,973
未払消費税等 37,927
引当金

賞与引当金 444,356 444,356
その他 519

　　流動負債合計 35,663,421
　　　負債合計 88,814,700

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 148,801,748
　資本金合計 148,801,748

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 55,751,628
減価償却相当累計額（△）　（※） △ 43,924,108
減損損失相当累計額（△）　（※） △ 54,262
利息費用相当累計額（△）　（※） △ 52,182
除売却差額相当累計額（△）　（※） △ 950,191

　資本剰余金合計 10,770,883
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金　（※） 3,663,809

1,916,543

積立金 10,002,901
△ 1,599,759

　利益剰余金合計 13,983,495
Ⅳ　評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 800
　評価・換算差額等合計 800
　　　純資産合計 173,556,928

負債純資産合計 262,371,628

（※）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

当期未処理損失（△）

（うち当期総損失 △1,599,759）

一年以内返済予定大学改革支援・学
位授与機構債務負担金
一年以内返済予定長期借入金

教育研究・診療業務の資質向上及び
運営組織の改善目的積立金　（※）
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(単位：千円）

経常費用
業務費

教育経費 3,830,028
研究経費 5,067,257
診療経費

材料費 20,794,368
委託費 3,514,412
設備関係費 6,291,708
研修費 12,464
経費 2,052,564 32,665,518

教育研究支援経費 1,438,798
受託研究費 2,767,390
共同研究費 984,565
受託事業費等 704,767
役員人件費 140,621
教員人件費

常勤教員給与 15,541,743
非常勤教員給与 944,354 16,486,097

職員人件費
常勤職員給与 16,194,501
非常勤職員給与 5,448,775 21,643,277 85,728,323

一般管理費 2,093,407
財務費用

支払利息 157,656 157,656
雑損 7,481

　　経常費用合計 87,986,867

経常収益
運営費交付金収益　（※） 18,440,380
授業料収益　（※）　 8,547,405
入学金収益　（※） 1,066,285
検定料収益 281,164
附属病院収益 44,600,209

4,136,291
1,367,253

778,880
寄附金収益　（※） 1,946,496
施設費収益　（※） 220,475
補助金等収益　（※） 3,889,939
財務収益

受取利息 21,257
その他財務収益 1,737 22,995

雑益
財産貸付料収入 275,724
農場生産品売払収益 56,327
講習料等収入 102,963
研究関連収入　（※） 367,379
その他 490,282 1,292,678
　　経常収益合計 86,590,456

経常損失（△） △ 1,396,411

臨時損失
固定資産除却損 217,790
事故等損失 1,404
損害賠償損失 41,000
その他の臨時損失 23 260,218

臨時利益
償却債権取立益 490
受取保険金 46,652
その他の臨時利益 17 47,160

当期純損失（△） △ 1,609,469
前中期目標期間繰越積立金取崩額　（※） 9,710
当期総損失（△） △ 1,599,759

（※）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

受託事業等収益　（※）

損　益　計　算　書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

受託研究収益　（※）
共同研究収益　（※）
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資本剰余金を減額したコスト等に関する注記
当期総損失（△） △ 1,599,759

減価償却相当額 △ 2,323,576
利息費用相当額 △ 1,699
除売却差額相当額 0
賞与引当増加相当額 4,601
退職給付引当増加相当額 △ 153,996
小計 △ 2,474,669

施設費収益相当額 4,198,411
その他 2,810

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 126,793

（注）退職給付引当増加相当額のうち、国又は地方公共団体からの出向職員（期末現在64人）に係る退職給付引当増加相当額が
△21,396千円含まれています。

科学研究費助成事業等に関する注記
当期受入額 2,414,422
当期支出額 2,112,611
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 36,853,324
人件費支出 △ 39,324,503
その他の業務支出 △ 2,686,467
運営費交付金収入 18,542,118
授業料収入 7,842,752
入学金収入 982,014
検定料収入 281,164
附属病院収入 43,846,644
受託研究収入 5,345,203
共同研究収入 1,380,971
受託事業等収入 760,420
補助金等収入 6,591,004
寄附金収入 1,686,885
その他の業務収入 2,049,401

小　計 10,444,285
業務活動によるキャッシュ・フロー 10,444,285

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △ 300,000
定期預金の預入による支出 △ 14,650,000
定期預金の払戻による収入 14,500,000
有形固定資産の取得による支出 △ 5,044,677
無形固定資産の取得による支出 △ 145,556
施設費による収入 3,509,342

小　計 △ 2,130,892
利息及び配当金の受取額 74,279

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,056,613

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
大学改革支援・学位授与機構への債務負担金の返済による支出 △ 9,043
長期借入れによる収入 272,002
長期借入金の返済による支出 △ 2,344,783
リース債務の返済による支出 △ 700,718
PFI債務の返済による支出 △ 1,405,591
割賦債務の返済による支出 △ 175,561

小　計 △ 4,363,696
利息の支払額 △ 158,132

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,521,828

Ⅳ 資金増加額（又は減少額） 3,865,843
Ⅴ 資金期首残高 24,160,411
Ⅵ 資金期末残高 28,026,254

キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

(単位：千円） 
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(単位：円）

Ⅰ　　当期未処理損失 1,599,759,226
当期総損失 1,599,759,226

Ⅱ　　損失処理額 1,599,759,226
前中期目標期間繰越積立金取崩額 1,599,759,226

Ⅲ　　次期繰越欠損金 0

損失の処理に関する書類
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重要な会計方針

当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注

解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和６年２月２１日改訂））及び「「国立大学法人会計

基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省 日本公認会計士協会 令和６

年６月１３日最終改訂）（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成して

おります。  

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

下記に掲げるものを除き、期間進行基準を採用しております。 

退職一時金に充当される運営費交付金    費用進行基準 

特定の学内プロジェクト業務に充当される運営費交付金    業務達成基準 

文部科学省が指定する基幹運営費交付金、特殊要因運営費交付金の一部及び補正予算として交付され

た運営費交付金の一部    業務達成基準又は費用進行基準 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。ただし、受託研究収入、共同研

究収入及び受託事業等収入により、令和５事業年度以降に償却資産を購入した場合で、当該資産が当

該研究の終了後に他の目的に使用することが困難な場合は、当該研究期間等を耐用年数として減価償

却しています。また、令和４事業年度以前に購入した償却資産は、当該研究期間等を耐用年数として

減価償却しています。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３～４７年 

構築物 ３～６０年 

工具器具備品 ２～２０年 

船舶 ２～１４年 

車両運搬具 ３～ ７年 

 また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）の減価償却相当額については、減価償却相

当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）で償却してお

ります。 

 また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）の減価償却相当額については、減価償却相

当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

運営費交付金で措置されていない教職員について、当該教職員の退職給付に備えるため、当該事業

年度末における退職給付債務の見込額に基づき退職給付引当金を計上しております。 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準を適用しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の教職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における教職員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

上記以外の教職員に係る退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退

職給付に係る引当金は計上しておりません。 
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   なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における引当外退職給付増加見積額は、基準第８２第

４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

 （２）賞与引当金及び見積額の計上基準 

   翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への支払いに備えるため、基準第８１

第１項に基づき、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお

ります。 
   なお、上記以外の役員及び教職員については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる

ため、賞与引当金は計上しておりません。 

   また、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、基準第８１第２項に

基づき、当事業年度末の賞与引当増加相当額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上してお

ります。 

 

（３）徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 （４）環境対策引当金の計上基準 

   運営費交付金で財源措置されていないＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用について、

当該費用の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上しております。 

   なお、上記以外のＰＣＢ廃棄物の処理費用については、運営費交付金により財源措置がなされるた

め、環境対策引当金は計上しておりません。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

 （１）満期保有目的債券 償却原価法（定額法）を採用しております。 

   

（２）売買目的有価証券 期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

 （３）その他有価証券  期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

 （１）附属病院の診療に係る収益 

   附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者からの支出された医療費（診

療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当

該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識

しております。 

 

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産（貯蔵品、製品、副産物及び作業くず） 

最終仕入原価法により評価しております。 

 

（２）医薬品及び診療材料 

   移動平均法による低価法により評価しております。 

   ただし、移動平均法による評価ができるソフトウェアが開発されるまでの間、評価方法は最終仕入

原価法によるものとしております。 

 

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

８．リース取引の会計処理方法 

  リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 
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９．消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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注記事項 

１．貸借対照表関係 

（１）担保に供されている資産及び対応する債務残高 土 地  １３，４４１，０３６千円 

建 物 ２３，７７４，７６５千円 

借入金 ３８，７３６，９２８千円 

（２）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 １４，７１３，０１９千円 

（３）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 １，３３４，４０７千円 

（４）債務保証の額  ４，５２１千円 

（５）リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引の未経

過リース料

① 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 ８４，３５４千円

② 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 ６４，９８７千円

（６）利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 ２８，６２０，５９５千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 ３３，７５７，０３７千円

利益剰余金に与える影響額（差引き） △５，１３６，４４２千円

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二

重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資

産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計額

６５５，３０３千円

③ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

らの出資でなく譲与としたことによるもの

４８２，０６１千円 

④ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの

３９６，０３８千円

△３，６０３，０３９千円

（７）PFI によるサービス部分の対価の支払い予定額

① 貸借対照表日後一年以内の PFI 期間に係る支払予定額 １，４０５，５９１千円

② 貸借対照表日後一年を超える PFI 期間に係る支払予定額 １０，５４１，９３９千円 

２．損益計算書関係 

（１）当期総損失のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額 ２，３５３，８２６千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費 ２，５６７，７７４千円

当期総利益に与える影響額（差引き） △２１３，９４８千円 
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② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化が二重

になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資

産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額

－千円

△２１３，９４８千円

３．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金   ２８，１７６，２５４千円 

うち定期預金 △１５０，０００千円

（差引き）資金の期末残高 ２８，０２６，２５４千円 

（２）重要な非資金取引

① 現物寄附による資産の取得 ２６５，１４７千円 

② 現物寄附による少額資産等の取得      １３０，６４８千円 

③ ファイナンス・リースによる資産の取得  ６４６，３８７千円 

④ 資産除去債務の計上    ３０，３１１千円 

⑤ 割賦払いによる資産の取得 ２２３，６９８千円 

４．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

Ⅰ 業務費用 

（１） 損益計算書上の費用 ８８，２４７，０８６千円 

（２） （控除）自己収入等 △ ６３，３２３，６４５千円

 業務費用合計 ２４，９２３，４４１千円 

Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 ２，４７４，６６９千円 

Ⅲ 機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された 

使用料による賃貸取引の機会費用 １５０，５８５千円 

政府出資の機会費用 ２，３０７，０９４千円 

無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引 

の機会費用 ４３６，６７８千円 ２，８９４，３５９千円 

Ⅳ （控除）国庫納付額 －千円 

Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に ３０，２９２，４７０千円 

帰せられるコスト 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における 

機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10 年利付国債の令和 7年 3月末利回りを参考に、1.485％で計算しております。

（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和 7年 3月末利回りを参考に、1.485％で計算しております。 
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５．収益の認識に関する注記 

   当法人は、以下に記載する内容を除き、国立大学法人会計基準第７７における収益に重要性が乏しい

ため、注記を省略しております。  

（１）収益の分解情報  

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、国立大学法人会計基準第７７

を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病院収益 

４４，６００，２０９千円であります。  

 

 （２）収益を理解するための基礎となる情報  

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。  

 

 （３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報  

該当する取引はございません。 

 

６．退職給付に関する注記 

 （１）採用している退職給付制度の概要                 

    教職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職給付一時金制度を採用しております。 

当該制度では、給与と勤務時間に基づいた一時金を支給しており、原則法により退職給付引当金

及び退職給付費用を計算しております。 

 

（２）確定給付制度 

① 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務                 １，３７３，０７６千円 

勤務費用                          ２３３，２３６千円 

利息費用                           ２０，５９６千円 

数理計算上の差異の当期発生額               △２９８，８３４千円 

 退職給付の支払額                      △８６，７５２千円 

期末における退職給付債務                 １，２４１，３２２千円 

 

② 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の未積立退職給付債務             １，２４１，３２２千円 

未認識数理計算上の差異                    ２８０，９８３千円 

退職給付引当金                      １，５２２，３０６千円 

 

③ 退職給付に関する損益 

勤務費用                           ２３３，２３６千円 

利息費用                            ２０，５９６千円 

数理計算上の差異の当期費用処理額                 ４，４６２千円 

合計                             ２５８，２９５千円 

 

④ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

割引率       ２．６％ 

 

７．固定資産の減損に関する注記 

（１）減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く） 

  該当事項はありません。 
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（２） 翌事業年度以降の特定日以降使用しないと決定した固定資産

用途 
谷津住宅 教育学部臨海実習所 

１号棟 ２号棟 ３号棟 ４号棟 集会所 

種類 建物 

場所 千葉県習志野市 千葉県館山市 

帳簿価額 
18,111 

千円 

18,111 

千円

15,031 

千円 

24,444 

千円 

1,780 

千円

12,403 

千円 

使用しな

くなる日 

令和 10 年 4月以降 

(予定) 

令和 7年 4月以降 

(予定) 

使用しな

いという

決定を行

った経緯

及び理由 

注１ 注２ 

使用しな

くなる日

における

帳簿価額 

9,055 

千円 

9,055 

千円 

8,055 

千円 

12,222 

千円 

1,017 

千円 

12,403 

千円 

回収可能

サービス

価額 

―千円 

減損額の

見込額 

9,055 

千円 

9,055 

千円 

8,055 

千円 

12,222 

千円 

1,017 

千円 

12,403 

千円 

用途 

留学生寄宿舎国際交流会館 

薫風寮 

共通棟 Ａ棟 Ｂ棟 Ｃ棟 Ｄ棟 Ｅ棟 

種類 建物 

場所 千葉県千葉市稲毛区 

帳簿価額 
7,383 

千円 

46,036 

千円 

39,041 

千円 

89,081 

千円 

63,526 

千円 

63,526 

千円 

659,509 

千円 

使用しなく

なる日 
令和 7年 10 月以降 

使用しない

という決定

を行った経

緯及び理由 

注３ 

使用しなく

なる日にお

ける帳簿価

額 

7,268 

千円 

44,522 

千円 

37,740 

千円 

86,297 

千円 

61,657 

千円 

61,657 

千円 

643,568 

千円 

回収可能サ

ービス価額 
―千円 

減損額の見

込額 

7,268 

千円 

44,522 

千円 

37,740 

千円 

86,297 

千円 

61,657 

千円 

61,657 

千円 

643,568 

千円 

注１）令和７年３月２５日の役員会において、令和１０年３月末をもって当該建物等を閉鎖する決定

（使用しないという決定）をしたため。 
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  注２）令和７年３月２５日の役員会において、令和７年３月末をもって当該建物等を閉鎖する決定（使

用しないという決定）をしたため。 

 

 注３）令和５年１１月９日の教育研究評議会において、令和７年９月末をもって当該建物等を閉鎖す

る決定（使用しないという決定）をしたため。 

 

８．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達については、

大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定しております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条の２が準用する独立行政法人通則法第４７条及び国

立大学法人法第３３条の５第２項の規定に基づき、A格以上の社債等を保有しております。当該運用資

産は金利や為替の変動による市場リスクや信用リスクを包含していますが、資金運用管理委員会にお

いてリスク分散や許容リスク等について検討した上で、適切なリスク管理を行っております。また、未

収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っております。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部

科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

現金は注記を省略しており、預金、未収入金及び未払金（短期 PFI 債務除く）は、短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

                                          （単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額(*1) 
時   価 ( * 1 ) 差   額 ( * 1 ) 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

① 満期保有目的の債券 

  ② 売買保有目的の債券  

  ③ その他有価証券 

(2) 大学改革支援・学位授与機構 

債務負担金 

(3) 長期借入金 

(4)  PFI 債務（*2） 

 

1,849,362 

1,926,030 

20,496 

(4,521) 

 

(34,196,008) 

(11,947,531) 

 

1,679,475 

1,926,030 

20,496 

(4,521) 

 

(31,416,085) 

(11,432,475) 

 

△169,887 

－ 

－ 

(4) 

 

(△2,779,922) 

(△515,055) 

（*1）負債に計上されているものは、( )で示しております。 

  （*2）PFI 債務は、長期 PFI 債務及び短期 PFI 債務の合計額となります。 

なお、貸借対照表に計上されている長期未払金の主な内容はリース債務であり、企業会計基

準適用指針第１９号金融商品の時価等の開示に関する適用指針（平成 20 年 3月 10 日企業会計

基準委員会）第２４項ただし書きにより、金融商品会計基準等の適用にあたり重要性が乏しい

と認め、時価の注記を省略しております。 

 

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 

３つのレベルに分類しております。 

 

   レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の） 

相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能 

なインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
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 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円） 

時  価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計 

(1) 投資有価証券及び有価証券

②売買保有目的の債券

③その他有価証券

1,687,660 

16,746 

238,370 

－ 

－ 

3,750 

1,926,030 

20,496 

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円） 

時 価(*1) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計 

(1) 投資有価証券及び有価証券

①満期保有目的の債券

(2) 大学改革支援・学位授与機構

債務負担金

(3) 長期借入金

(4) PFI 債務（*2）

1,547,460 

－ 

－ 

－ 

132,015 

(4,526)

(31,416,085)

 (11,432,475)

－ 

－ 

－ 

－ 

1,679,475 

(4,526)

(31,416,085)

(11,432,475)

（*1）負債に計上されているものは、( )で示しております。 

（*2）PFI 債務は、長期 PFI 債務及び短期 PFI 債務の合計額となります。

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

(1) 投資有価証券及び有価証券

上場投資信託、社債及び地方債の時価について、活発な市場で取引され、取引所の価格又は取

引金融機関から提示された価格を利用（以下相場価格）できるものは、その時価レベルを 1の時

価に分類しております。 

外貨建ての債権については、相場価格を用いたとしても市場が活発でないためレベル２の時価

に分類しております。 

相場価格の入手できない新株予約権については、株式ボラティリティ等をもとに、オプション

評価モデルにより算定しており、算定にあたり重要な観察できないインプットを用いている場合

には、レベル３の時価に分類しております。 

(2) 大学改革支援・学位授与機構債務負担金、並びに(3)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

(4) PFI 債務

時価については、その大部分を元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

一部については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似することから、帳簿価額をも

って時価としております。 

（注２）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する

情報 
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(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法 
重要な観察できない

インプット

インプットの

範囲

インプットの

平均

投資有価証券及び有価証券 

③その他有価証券

新株予約権 オプション評価

モデル

株式ボラティリティ 10.34％－58.97％ 29.08％ 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益

（単位：千円） 

投資有価証券及び有価証券 

③その他有価証券

新株予約権

期首残高 3,804 

当期の損益又はその他有価証券

評価差額金に計上 △54

当期の損益 － 

その他有価証券評価差額金 △54

購入、売却 － 

購入 － 

売却 － 

レベル３の時価への振替 － 

期末残高 3,750 

(3) 時価の評価プロセスの説明

時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モ

デルを用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合にも、利用されてい

る評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格

の妥当性を検証しております。

(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明

新株予約権の時価算定で用いる重要な観察できないインプットは、株式のボラティリティで

あります。ボラティリティは、対象とする指数の変化のスピード及び幅の大きさに関する指標で

あり、ボラティリティの著しい増加（減少）は、単独では、価格の著しい上昇（低下）を生じさ

せることとなります。

９．資産除去債務に関する注記 

(1)資産除去債務

の内容 
建設リサイクル法 石綿障害予防規則 契約上の原状回復義務 

(2)支出発生まで

の見込期間、適用

した割引率等の

前提条件 

見込期間 

 １月～４７年 

割引率 

0.2～2.5％ 

見込期間 

 ２～２２年 

割引率 

0.2～2.3％ 

見込期間 

２５年 

割引率 

2.3％ 

(3)資産除去債務の総額の期中における増減内容

期首残高 ９４３，３６１千円 

有形固定資産の取得による増加額   ２６，０６２千円

時の経過による増加額 ４，２４９千円

資産除去債務の履行による減少額 －千円 

その他増減額 －千円 

期末残高   ９７３，６７３千円 
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１０．重要な債務負担行為 （単位：千円） 

件 名 契 約 済 額 
令和７年度 

以降支出予定額 

令和６年度 

支 出 額 

事務クラウド基盤 一式 66,473 10,941 55,531 

電子ジャーナル Wiley Online Library の

利用 一式 
75,521 75,521 - 

電子ジャーナル Springer Compact および

Nature Journals の利用 一式 
60,999 53,521 7,478 

千葉大学（西千葉）工学部７号棟改修工事 201,300 120,780 80,520 

千葉大学（西千葉）工学部７号棟改修電気設

備工事 
69,300 41,580 27,720 

千葉大学（西千葉）工学部７号棟改修機械設

備工事 
74,800 44,880 29,920 

千葉大学（西千葉）文・法政経学部２号棟改

修工事（Ⅰ期） 
172,700 103,620 69,080 

千葉大学（西千葉）文・法政経学部２号棟等

改修電気設備工事（Ⅰ期） 
45,650 27,390 18,260 

千葉大学（西千葉）文・法政経学部２号棟改

修機械設備工事（Ⅰ期） 
105,600 63,360 42,240 

千葉大学（西千葉）基幹整備（特高受変電設

備）工事 
478,896 35,000 443,896 

千葉大学（亥鼻）災害治療学研究所６階特殊

空調設備（ＡＢＳＬ３）等改修工事 
935,000 935,000 - 

千葉大学（西千葉）理学部２号館空調改修工

事 
95,700 95,700 - 

多光子レーザー顕微鏡 一式 139,997 139,997 - 

千葉大学医学部附属病院における物品管理・

療養環境整備業務 
534,600 475,200 59,400 

千葉大学医学部附属病院建物清掃業務 一式 371,470 278,602 92,867 

低重力低圧複合影響解析用気圧可変型人工気

象器（エスペック（株）製） 一式 
67,100 67,100 - 

経口ワクチン発現米生産用イネ栽培ユニット 

一式 
30,723 30,723 - 

遺伝子組換え米を原材料とする原薬製造ユニ

ット 一式 
66,000 66,000 - 

１１．重要な後発事象

該当事項はありません。
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